
 

 

ＧｏｖＴｅｃｈ（ガブテック）東京への参画について 

 

１ ＧｏｖＴｅｃｈ東京について 

昨今のデジタル化をめぐる社会情勢を踏まえ、東京都は令和４年９月９日、東京のＤＸ推

進強化に向けた新たな展開として、区市町村も含めた東京全体のＤＸを進めるための枠組み

であるＧｏｖＴｅｃｈ東京設立構想を発表した。ＧｏｖＴｅｃｈ東京は人材シェアリングや

共同調達などの機能を備え、既存の東京電子自治体共同運営協議会機能を拡充するものとし

ており、令和５年７月 24 日に一般財団法人ＧｏｖＴｅｃｈ東京が設立され、８月中に協働事

業の参加団体を募集、９月から事業が開始された。 

立川市も協働事業に参加し、既存の電子調達・電子申請サービスの利用のほか、システム

等の共同調達やＤＸ人材の活用など、協働事業のメリットを活かしながらＤＸの取組を推進

していく。 

 

２ 協働事業の運営体制 

協働事業の運営体制は以下のとおり。 

 
 

３ 令和５年度の協働事業方針 

令和５年度においては、まずは以下の２つの事業の共同化から進めていく。 

共同調達・共同開発  区市町村からのニーズを踏まえ、電子調達・電子申請サービ

スなど、システム等の共同調達の候補を選定、検討 

 費用面でのスケールメリットが見込める案件から開始 

人材シェアリング  ＤＸに関する個別問合せに対応するスポット相談や、支援メ

ニューごとの効果的な伴走サポートを実施 

 区市町村のＣＩＯ補佐官や実務対応力を備え事業を推進す

る人材を登録・紹介 
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【参考】 

 

◆共同調達・共同開発 

 

 

◆人材シェアリング 

 


